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東北エネルギーサービス株式会社 (単位：千円）

金 額 金 額

908,674 542,332

472,909 111,799

117,948 1,231

1,829 7,967

12,804 8,982

1,056 366,690

300,000 23,436

2,125 11,833

1 10,392

2,585,903 1,682,795

2,570,803 9,620

407,260 1,573,863

2,165 49,155

523,250 49,468

32,064 687

1,600,964

5,097

2,225,128

14,614

14,422

192 1,269,449

745,000

484

484 445,000

445,000

　　　繰越利益剰余金

79,449

79,449

79,449

1,269,449

3,494,578 3,494,578

（注）記載金額は、千円未満の端数を切捨てて表示している。

預 け 金

繰 越 利 益 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

リ ー ス 債 務

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 剰 余 金

電 話 加 入 権

資 産 合 計

構 築 物

純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 投 資 等

負 債 合 計

ソ フ ト ウ エ ア

固 定 資 産 固 定 負 債

負 債 ・ 純 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

建 設 仮 勘 定

株 主 資 本

資 本 準 備 金

リ ー ス 資 産

機 械 及 び 装 置

資 本 金

棚 卸 資 産

( 資 産 の 部 )

前 払 費 用

( 負 債 の 部 )

未 払 消 費 税 等

現 金 及 び 預 金

　貸　借　対　照　表　

流 動 資 産

科 目

流 動 負 債

(平成30年3月31日現在)

買 掛 金

売 掛 金

未 払 費 用

リ ー ス 債 務

そ の 他 流 動 資 産

科 目

完 成 工 事 未 収 入 金

預 り 金

利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 負 債

有　形　固　定　資　産

未 払 金

前 受 収 益

未 払 法 人 税 等

建 物 附 属 設 備

工具・器具及び備品

無　形　固　定　資　産

長 期 預 り 金

資 産 除 去 債 務

繰 延 税 金 資 産



東北エネルギーサービス株式会社 (単位：千円)

1,386,458

1,089,736

296,722

157,688

139,033

8

36               45

80,251

365              80,617

58,461

11,499           11,499

2,330            2,330

67,631

24,705

△1,163          23,541

44,089

（注）記載金額は、千円未満の端数を切捨てて表示している。

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

雑 収 入

受 取 利 息

リ ー ス 支 払 利 息

　損　益　計　算　書　

売 上 原 価

売 上 総 利 益

自　平成 29 年  4 月  1 日

科 目 金 額

至　平成 30 年  3 月 31 日

売 上 高

法人税，住民税及び事業税

営 業 外 費 用

　損　益　計　算　書　

雑 支 出

経 常 利 益

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

リ ー ス 資 産 除 却 費

受 取 補 償 金

特 別 損 失



東北エネルギーサービス株式会社 （単位：千円）

資本剰余金 利益剰余金

当期首残高 745,000 445,000 35,360 1,225,360 1,225,360

当期変動額

 当期純利益 -          -          44,089 44,089 44,089

当期変動額合計 -          -          44,089 44,089 44,089

当期末残高 745,000 445,000 79,449 1,269,449 1,269,449

（注）記載金額は、千円未満の端数を切捨てて表示している。

資本準備金

至　平成 30 年  3 月 31 日

その他
利益剰余金 株主資本合計

繰越利益
剰余金

株主資本等変動計算書
自　平成 29 年  4 月  1 日

株　　主　　資　　本

純資産合計
資本金



個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品　・・・・・　先入先出法による原価法

なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定している。

　（２）固定資産の減価償却の方法
a．有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用している。

b．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。
なお、リース契約締結日が、平成20年3月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

c.無形固定資産
自社利用ソフトウエア
社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用している。

　（３）引当金の計上基準
役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

　（４）消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．貸借対照表に関する注記

　（１）有形固定資産の減価償却累計額 千円

　（２）関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 千円
短期金銭債務 千円

３．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高
営業取引高

　 売上高 千円
営業費用 千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当該事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 普通株式　38,800株

（２）配当に関する事項

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成30年6月21日開催の第18回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を
次のとおり提案する予定である。

配当金の総額
１株当たり配当額
基準日
効力発生日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定している。

平成30年3月31日
平成30年6月22日

3,878,520

6,143
5,459

42,380
82,006

33,057千円
852円



５．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として、瞬低対策
機能付蓄電池、営業用発電設備他がある。

６．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項
a．金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用について、短期的な預金に限定し、投機的な取引は行わない。
また、資金調達については、主に設備受託サービス事業における設備投資計画に基づき、当社の親会社

である東北電力㈱の子会社「ＴＤＧビジネスサポート㈱」が運営するグループファイナンスから借入れる
方針である。

b．金融商品の内容及びそのリスク
リース債務（長期・短期）は、ESCO事業等のサービスを行うための設備をリースにより取得したもので

あり、リース期間は決算日後、最長で15年間である。

c．金融商品に係るリスク管理体制
 イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業部ならびに総務企画部が、取引相手ごとに期日および残高を管理している。
当期の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借対照表価額

により表わされている。

 ロ．市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
借入金は、金利の変動リスクを回避するため全て固定利率としている。

 ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
総務企画部が適時に資金繰り計画を作成・更新し、運転資金として月平均経常支出額を保有している。

（２）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格がない場合に合理的に算定した価額を含んでいる。当該価額の算定にお

いては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動するこ
ともある。

（３）金融商品の時価等に関する事項

平成30年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（単位：千円）

 ① 現金及び預金

 ② リース債務

（※1）負債に計上されているものについては、（　）で示している。
（※2）流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示している。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
① 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

② リース債務
公表レート（スワップレート）およびスプレッドにより、元本と支払利息の合計額をリース期間年数別

に割引算定する方法によっている。

(1,940,553) (1,994,742) (54,188)

貸借対照表計上額 (※) 時　 価　(※) 差　　額

472,909 472,909 -



７.税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

減価償却限度超過額 千円
未払事業税 千円
資産除去債務 千円
その他 千円

繰延税金資産小計 千円
評価性引当額 千円
繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債
資産除去費用の資産計上額 千円

繰延税金負債合計 千円
繰延税金資産の純額 千円

８．関連当事者との取引に関する注記

兄弟会社等 （単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 特高受変電設備のリースについては、市場実勢を勘案し価格交渉の上で決定している。
(注2) 設備工事の発注については、市場実勢を勘案し価格交渉の上で決定している。
(注3) 資金の預け入れについては、市場金利を勘案して決定している。
(注4) リース債務を除き、取引金額および期末残高には、消費税等を含めていない。

９．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 円 77銭

（２）１株当たり当期純利益 円 32銭

10．資産除去債務に関する注記

当社は、蓄熱委託契約において、契約期間満了時の設備撤去義務に関し資産除去債務を計上している。
資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は15年、割引率は1.756％を採用している。
なお、当事業年度における資産除去債務の残高推移は次の通り。

期首残高 千円
時の経過による調整額 千円
期末残高 千円

関連当事者との関係

特高受変電設備
のリース(注1)

設備工事の発注
(注2)

資金の預け入れ
(注3)

議決権等の所有

（被所有）割合
期末残高(注4)

30,313
237,819

-

300,000

科　目

リース債務(短期)

リース債務(長期)

-

TDGﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ㈱

なし

なし

なし 預け金

28,724
16,672

165,500請負金の支払

300,000

取引の内容

リース債務の返済

リース支払利息の支払

親会社の
子会社

取引金額(注4)

東日本興業㈱

㈱ユアテック

資金の預け入れ

3,698
1,437

属　性 会社等の名称

49,468

32,717

1,136

48,615
853

15,127
3,092
20,678

△15,542

5,136

3,698

333
2,125


